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 本論文は、戦後台湾における中国国民党政権の言語政策について、台湾の日本植民地統

治離脱から民主化展開前夜の時期に当たる 1980 年代中頃までの展開を、その実施過程に焦

点を当てて跡づけた労作である。著者は、国民党政権の言語政策を、土着諸言語を排除し

て上からの「国語」普及の推進を目指す単一言語主義であったと性格付け、それが一定の

成功を収める 70 年代以降様々な側面で限界に突き当たり、このことが民主化期における言

語政策の多文化主義的転換の前提を形成していたと主張している。 

 

 論文は、序章と終章、及び附章を含め全６章からなる。論文本論は、A4 版 166 頁（附章

を含む）で、注は脚注として付されている。また、本文中の関連部分には、該当部分にか

かわるデータを整理した表５点が挿入されている。巻末には、参考資料として、附章「山地

における単一言語主義の展開と「白色テロ」」と史料・文献一覧（全 19 頁）が付されて

いる。 

 

 序章「課題と方法」では、先行研究のサーヴェイを行った上で本論文の視角が示される。

台湾現代史研究においては、二・二八事件に関連する戦後直後の言語政策上の混乱と衝突、

50 年代以降の上からの「国語」普及政策を含む国民党政権文化政策全体の展開、および民

主化期からの多文化主義政策の展開過程などについて、一定の厚みのある先行研究が存在

するが、その言語政策遂行の実態や政策転換前夜の情況については必ずしも明確な把握が

行われていない。そこで、戦後国民党政権の言語政策を単一言語主義と性格付け、民主化

前夜にはその政策展開が限界に突き当たっていた、との仮説を呈示する。そして、多様な

ソースの史料を検討することを通じて、先行研究では必ずしも十分とは言えない「国語」

普及政策実施の過程に焦点を当て、そこでは台湾本省人の母語である台湾語の存在を完全

には否定しない「ある程度の空間を残さざるを得なかった」ことを明らかにしていく、と

している。 

 第１章「遺制の排除と単一言語主義の模索」では、日本統治離脱から中華民国中央政

府台湾移転までの時期を扱う。日本の台湾総督府に取って代わった台湾省行政長官公署

は、教育機関接収とともに「国語」教育を実施に移すが、急進的な日本語排除とそれへ

の本省人の強い反発、接収全般の混乱や二・二八事件勃発とともに急速に冷めていった

本省人の「国語」学習熱、教員資源のミスマッチ（教育技術は高いが「国語」能力は低

い本省人教員、日本人教員の引揚による教員の絶対数不足とその穴を埋めた外省人教員

の質の低さ、教科書の不足など）などで現場での混乱が続いた。学校教育以外にも、日

本が残した国語講習所を使い未就学民衆への「国語」補習のプログラムが実施されたが

成果が上がらなかった。ただ、こうした混乱の中でも「国語」普及推進の模索は続けら



れ、のち 50 年代になって全面的に採用される、小学校での直接法による「国語」教授の

実験教育が開始された。 

 第２章「単一言語主義の急進化とその空間」では、1950 年代と 60 年代の情況が述べ

られる。この時期の「国語」普及政策は、「共産中国」と政治・軍事的に対峙する状況

下で新たに「反共復国」のイデオロギー注入の任務を負荷され、国家が直接に掌握でき

る学校教育と軍において、まさに単一言語主義と呼び得る急進性を以て強行的に推進さ

れ成果をあげていった。小学校においては、前述の直接法が実験段階を終えて全面的に

採用されるとともに、「国語」力が不十分とされた本省人教員は淘汰され、また「方言」

排除のための「方言札」による生徒の懲罰方式（戦前の沖縄、台湾でも行われたやり方）

が広く採用された。軍においては、本省人新兵の入営前「国語」補習が各県市の負担で

実施され、それが一段落すると 60 年代初めからは入営後の補習が軍の任務として制度化

されていった。こうした強行的普及策は、中学校不足による進学競争の激化が生徒・父

兄の「国語」受容に拍車をかけるといった皮肉な現象を伴いながら成功を収めていった

が、未就学民衆に対する補習プログラムは続行されたものの成果に乏しかった。そして、

章の末尾には、農村への政策宣伝のためにラジオ放送には台湾語を用い続けたこと、台

湾語映画の大ヒット、さらには台湾語ローマ字記述の聖書使用禁止への台湾長老教会の

抵抗など、統治者が干渉しきれない、ないしその必要を切迫して感じない台湾語の空間

が依然残されていたことに注意を喚起して次章への伏線としている。 

 第３章「単一言語主義の限界と言語権の主張」は、1970 年代初めから 80 年代中頃ま

での、民主化による多文化主義への転換過程に入る前夜の時期を扱う。60 年代に開始さ

れた「中華文化復興運動」の余勢を駆って単一言語主義的「国語」普及策のいっそうの

遂行を求める立法院の圧力のもと、1975 年末にはラジオやテレビでの「方言」使用を制

限する「ラジオ・テレビ法」が制定された。しかし、この間、長老教会は引き続く圧力

にもかかわらず台湾語ローマ字聖書の使用を堅持することに成功し、70 年代の新たな政

治空間で成長していった「党外」と称されたオポジションは、台湾語使用の自由の主張

を公定中国ナショナリズムのレトリック内部の族群的な「尊重と承認」の言説から、そ

して普遍的な人権（言語権）の観点から言説化していくに到った。そして、84 年には教

育部が公共の場での「方言」使用禁止を制度化しようとする「語言法」を政府内で提案

したものの、行政院（内閣）は同法案の提出見送りの決断を迫られた。「単一言語主義

の限界」が明白に露呈されたのであった。 

 終章「世界史的潮流における戦後台湾の言語政策史」では、第 1 章から第 3 章までの

内容が要約された上で、次のような結論が示される。50 年代、60 年代の「国語」普及政

策の上からの強行により「国語」の支配的地位が確立されたにもかかわらず、台湾語を

必然的に衰退させるという現象は起こらず、結局戦後台湾の言語情況は、「国語」の優

位のもとでの「国語」と台湾語のダイグロシア（diglossia）に向かって変化した。そし

て 70 年代になると、台湾の「中華民国」の国際的孤立を背景に、国民党政権は民心把握

のため台湾語の「温存」に舵を切らざるを得ず、その中でオポジションからは人権とし

ての言語権主張を根拠とした母語に関する権利が主張されるようになり、単一言語主義

は限界を露呈し、ここに多文化主義への転換の契機が形成されるようになった。これを

本省人側から見るならば、本省人による下からの言語使用の要求が登場したことにより、



ようやく「国語」普及の単一言語主義を典型とする国民党政権の戦後台湾統治における

「代行的脱植民地化の植民地主義」を脱却するための条件ができたのだと意義づけてい

る。 

 

 以上が本論文の概要である。本論文の成果としては次の点が挙げられる。 

 本論文の成果は、何よりも、戦後台湾国民党政権の 1980 年代半ばまでの言語政策を単

一言語主義と性格づけて、その展開を、1940 年代後半の混乱の中での模索、50 年代、60
年代の確立と展開、70 年代から 80 年代中頃までの動揺と限界の露呈という形に把握し

たことである。国民党政権言語政策の単一言語主義という枠組そのものは先行研究で呈

示されていないわけではないが、本論文を価値あらしめているのは、その豊かな実証で

ある。著者は、台湾の学界でしばしば先端的な問題提起と資料・史料発掘が見いだせる

修士論文レベルまで拡げて二次文献を徹底的に捕猟するとともに、台湾省政府・省議会

広報、立法院公報その他の政府公刊文書はもちろんのこと、教育部を初めとする未公刊

檔案史料、各時期の新聞と雑誌、政治家よりは目立たない形で発表されている教育関係

者さらには当時の教育を経験した人々の回想など多様な一次史料を博捜、活用して、上

記プロセスを、国民党政権の政策展開に対する台湾社会の下からの多様な反応も含めて

論述している。そこで提示される事実関係には立体的な奥行きが付与されており、今後

に様々な問題発掘の可能性が提示されていると言える。審査委員会では、 

 

(1)戦後直後中国大陸との大きなギャップの下に行われた「国語」の学校教育への導入

時の混乱の模様の多面的な把握 

(2)70 年代から 80 年代にかけての「方言」制限をめぐる動きの中での、単一言語主義

をさらに進めようとする立法院外省人議員、教会ローマ字聖書を政権の干渉から守ろ

うとする台湾長老教会、「国語」番組よりは台湾語番組を歓迎する圧倒的多数のテレ

ビ聴取者という市場を前にしたテレビ局、声を挙げ始めた本省人のオポジション、そ

して国際的孤立による外部正統性の欠損を前に単一言語主義のさらなる推進に二の足

を踏む蒋経国など国民党指導層の間のせめぎ合いの描出 

(3)未就学民衆への社会教育が成果を上げ得ない情況の把握 

 

などが、史料博捜のメリットが生かされている肉付け豊かな部分として特に指摘された。 

 また、やや付随的ではあるが、上記のように先行研究が極めて丹念に取り入れられて

いるため、戦後台湾の言語政策史研究と史料状況の詳細なレビューとなっていることも

本論文のメリットといえる。 

 

 ただし、こうした本論文にも問題点が無いわけではない。審査委員会においては、次

の点が指摘された。 

 第一に、豊富な実証に比すれば、それらを意義づけていく概念的用語の検討が不十分

なことである。中心概念たる単一言語主義、台湾の事例の特色づけに援用されている「代

行的脱植民地化の植民地主義」、さらにはより基本的な「台湾語」、「同化」といった

用語についての著者の把握と論述における運用には曖昧さがある。その結果、単一言語



主義の展開と限界という明快なストーリーが提出されている一方で、史料博捜によって

豊かに描出されている台湾社会の多様な反応や、政権当局者の時期毎に異なる思惑を背

景とした動きなどが、「国語」対「台湾語」の二項対立的理解に流し込まれており、本

論文がその豊かな実証によって補足可能であったかもしれないより重層的なダイナミズ

ムを単純化している嫌いがある。 

 また、著者は、結論において戦後台湾の単一言語主義が限界に逢着し多言語主義的な

方向に政権当局者が「重い腰をあげる」という展開を「世界的潮流」としつつ、これが

「代行的脱植民地化の植民地主義」からの脱却として展開したことに台湾の事例の特色

があるとしているが、世界のその他の事例との比較ないし対照の議論は不十分であり、

今後に待つべきものが大きいとの指摘も審査委員会においてはなされた。 

 

 しかしながら、審査委員会は、上記の欠点は本論文の成果を著しく損なうものではな

く、この分野での研究を前進させるものであるとの認識で一致した。よって、本審査委

員会は、本論文の査読および口述試験の結果により本論文提出者が博士（学術）の学位を

授与するにふさわしいものと認定するものである。 


